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 村は、毎年２回「財政事情」の公表を行い、村の財政の状況などをお知らせしています。 

 今回は、平成３０年度上半期（平成３０年４月１日から９月３０日まで）の予算の推移及

び執行状況並びに財産、村債及び一時借入金の現在高、その他財政に関する事項とともに、

平成２９年度決算の概要について公表します。 

 

 

Ⅰ 平成３０年度の財政状況 

 １ 平成３０年度上半期予算の推移及び執行状況 

 （１）予算の推移 

    平成３０年９月３０日時点の予算現額は、当初予算に６月及び９月の補正予算を 

反映させた表１のとおりです。普通会計の予算額は、１２億５，７２１万円（前年度 

同期比４．４％減）となっています。 

 

（表１）平成３０年度各会計予算の推移 

（単位：千円） 

区     分 当初予算額 ６月補正額 ９月補正額 予 算 現 額 

普
通
会
計 

一般会計 1,148,475 4,769 28,415 1,181,659 

航路事業 54,764 － － 54,764 

産業センター運営事業 20,790 － － 20,790 

小計 1,224,029 4,769 28,415 1,257,213 

特
別
会
計 

国民健康保険事業 

（事業勘定） 
65,366 － 7,065 72,431 

国民健康保険事業 

（直診勘定） 
62,899 － 4,246 67,145 

介護保険事業 

（事業勘定） 
13,111 － 2,578 15,689 

介護保険事業 

（サービス事業） 
20 － － 20 

後期高齢者医療事業 1,874 － 57 1,931 

簡易水道事業 36,136 － － 36,136 

観光施設事業 46,960 － 1,182 48,142 

※「普通会計」：純計により記載 

※純計控除後の予算現額：１，２３２，２３５千円 
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 （２）予算の執行状況 

    平成３０年９月３０日時点の執行状況は、表２～３のとおりで、一般会計における 

歳入の収入率は３４．７％、歳出の執行率は２０．５％となっています。 

 

（表２）歳入 平成３０年度一般会計の予算の執行状況 

（単位：千円） 

区   分 
予 算 現 額 収 入 済 額 

金  額 構成比(％) 金  額 収入率(％) 

村税 40,541 3.4 25,257 62.3 

地方譲与税 1,535 0.1 392 25.5 

利子割交付金 57 0.0 36 63.2 

配当割交付金 282 0.0 88 31.2 

株式等譲渡所得割交付金 194 0.0 0 0.0 

地方消費税交付金 6,150 0.5 3,717 60.4 

自動車取得税交付金 812 0.1 240 29.6 

地方特例交付金 1 0.0 0 0.0 

地方交付税 380,613 32.2 223,152 58.6 

分担金及び負担金 1,147 0.1 360 31.4 

使用料及び手数料 17,561 1.5 2,405 13.7 

国庫支出金 32,008 2.7 5,703 17.8 

都支出金 304,594 25.8 124,346 40.8 

財産収入 1,893 0.2 156 8.2 

寄附金 1 0.0 0 0.0 

繰入金 277,209 23.5 0 0.0 

繰越金 34,200 2.9 0 0.0 

諸収入 70,861 6.0 23,628 33.3 

村債 12,000 1.0 0 0.0 

計 1,181,659 100.0 409,480 34.7 
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（表３）歳出（目的別） 平成３０年度一般会計の予算の執行状況 

（単位：千円） 

区   分 
予 算 現 額 支 出 済 額 

金  額 構成比(％) 金  額 執行率(％) 

議会費 15,516 1.3 6,745 43.5 

総務費 443,643 37.5 94,315 21.3 

民生費 91,682 7.8 34,959 38.1 

衛生費 115,536 9.8 15,381 13.3 

農林水産業費 66,359 5.6 16,979 25.6 

商工費 56,256 4.8 11,405 20.3 

土木費 173,259 14.7 19,068 11.0 

消防費 8,854 0.7 1,780 20.1 

教育費 78,158 6.6 21,897 28.0 

公債費 46,884 4.0 19,517 41.6 

諸支出金 83,012 7.0 0 0.0 

予備費 2,500 0.2 0 0.0 

計 1,181,659 100.0 242,046 20.5 
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 ２ 村民１人当たりの収支状況 

 （１）支出の状況 

    平成３０年９月３０日現在の一般会計の歳出予算額を村民１人当たりで算定する 

と３，６８１，１８１円、１世帯当たりでは６，７５２，３３７円となります。 

 村民１人当たりの予算の使われ方を歳出の目的別にみると、下図のとおりとなり 

ます。 

 

 

 

  

諸支出金（繰出金、積立金）

258,604円
7.0%

総務費（一般経費、発電事業など）

1,382,065円
37.5%

民生費（高齢者、児童などの福祉）

285,614円
7.8%

教育費（学校、社会教育など）

243,483円
6.6%

土木費（道路、公園など）

539,748円
14.7%

農林水産業費（農業、林業、水産業）

206,726円
5.6%

衛生費（保健衛生、環境衛生など）

359,925円
9.8%

商工費（観光など）

175,252円
4.8%

公債費（借金の返済）

146,056円
4.0%

その他（議会、消防など）

83,707円
2.3%

総   額 

３，６８１，１８１円 
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 （２）収入の状況 

    （１）で示した村民サービスは表４の収入により賄っており、そのうち村税が占め 

る割合は３．４％となっています。 

 

（表４）村民１人当たりの収入の状況 

区   分 
予 算 現 額 

金額（千円） 構成比(％) 村民１人当たり（円） 

村税 40,541 3.4 126,296 

地方譲与税ほか税外収入 9,031 0.7 28,134 

地方交付税 380,613 32.2 1,185,710 

分担金及び負担金 1,147 0.1 3,573 

使用料及び手数料 17,561 1.5 54,707 

国庫支出金 32,008 2.9 99,714 

都支出金 304,594 25.8 948,891 

繰越金 34,200 2.9 106,542 

村債 12,000 1.0 37,383 

基金繰入金 277,209 23.5 863,580 

その他 72,755 6.2 226,651 

計 1,181,659 100.0 3,681,181 

 

住民基本台帳人口  ３２１人 

平成３０年９月３０日現在 

世帯数       １７５世帯 
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 ３ 平成３０年度主要事業 

（単位：千円） 

区 分 事 業 名 等 予算額 備 考 

総務費 ヘリポート整備事業 187,284 離島活性化交付金 
公共施設整備基金 

民生費 社会福祉協議会補助 25,480 地域福祉推進区市町村

包括補助 

衛生費 じん芥処理施設改修工事 9,850  

農林水産業費 
森林病害虫防除作業 6,616 森林病害虫防除補助 

クレーン付トラック購入 5,000  

商工費 ふれあい広場施設整備工事 23,387 地区景観整備事業補助 

土木費 

赤沢道路新設工事 31,860 市町村土木補助 

川田線改修工事 14,580  

南郷歩道改修工事 8,532  

村道安全柵改修工事 8,964  

住宅実施設計 27,182  

たりぼう・森山ヶ下地区住宅整備事業 33,917 社会資本整備総合交付

金 

教育費 文化財修復 2,158  

簡水会計 導水管布設工事 12,960 施設整備補助 

宿泊会計 公営企業財政健全化計画策定 5,650  
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Ⅱ 平成２９年度普通会計決算の概要 

 １ 総括 

 

（表１）決算規模及び収支 

                             （単位：千円、％） 

区  分 平成２９年度 平成２８年度 増減額 増減率 

歳入総額 1,452,369 2,235,823 △783,454 △35.0 

歳出総額 1,417,179 2,190,431 △773,252 △35.3 

実質収支 35,190 45,392 △10,202 △22.5 

 

（表２）財政指標の状況 

                          （単位：千円、％） 

区  分 平成２９年度 平成２８年度 対前年度比較 

実質収支比率 9.1 11.0 △1.9 

経常収支比率 91.9 71.7 20.2 

公債費比率 2.2 1.8 2.2 

 

  

 ○ 平成２９年度の決算規模は、前年度に比べて歳入は３５．０％の減、歳出も 

３５．３％の減となり（表１）、歳入歳出とも６年ぶりの減となった。 

 ○ 決算収支では、実質収支が２２．５％減の３，５１９万円となった（表１）。 

 ○ 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、前年度より２０．２ポイント増の 

９１．９％となった（表２）。 

 ○ 積立金残高は２．０％増加し、地方債現在高は３．９％減少している。依然と

して将来にわたる財政負担の計上はない（表３）。 

 ○ 平成２９年度の財政状況は、都支出金において２億２，９５６万円の減少とな

ったことにより経常収支比率が硬直化した。 

 ○ 今後、震災、景気低迷などの影響により歳入面でのさらなる影響が危惧される

中、ヘリポート建設、住宅整備等の普通建設事業費の増加や老朽化した公共施設

の更新などに伴う歳出増は避けられない情勢である。引き続き行財政改革に取り

組むことにより、一層効率的な財政運営を実現することが求められている。 
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（表３）将来にわたる財政負担の状況 

                             （単位：千円、％） 

区  分 平成２９年度 平成２８年度 増減額 増減率 

地方債現在高 

     Ａ 
738,491 768,536 △30,045 △3.9 

債務負担行為翌年度以 

降支出負担額     Ｂ 
－ － － － 

積立金現在高 

     Ｃ 
2,095,882 2,054,011 41,871 2.0 

将来にわたる財政負担 

       Ａ＋Ｂ－Ｃ 
－ － － － 
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 ２ 決算規模及び収支 

 

 

（表４）決算規模及び収支 

                             （単位：千円、％） 

区  分 平成２９年度 平成２８年度 増減額 増減率 

歳入総額 

          Ａ 
1,452,369 2,235,823 △783,454 △35.0 

歳出総額 

          Ｂ 
1,363,554 1,961,323 △597,769 △30.5 

形式収支（Ａ－Ｂ） 

     Ｃ 
88,815 274,500 △185,685 △67.6 

翌年度に繰り越すべき財源 

  Ｄ 
53,625 229,108 △175,483 △76.6 

実質収支（Ｃ－Ｄ） 

     Ｅ 
35,190 45,392 △10,202 △22.5 

単年度収支 

（実質収支－前年度実質収支）Ｆ 
△10,202 15,916 △26,118 △164.1 

積立金 

           Ｇ 
186,601 222,598 △35,997 △16.2 

繰上償還金 

         Ｈ 
－ － － － 

積立金取崩額 

        Ｉ 
180,000 160,000 20,000 12.5 

実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） △3,601 78,514 △82,115 △104.6 

 

（１）決算規模 

○ 平成２９年度普通会計決算は、歳入総額１４億５，２３７万円、歳出総額１３億

６，３５５万円となった。 

 ○ 決算規模は、前年度に比べて歳入で３５．０％、歳出は３０．５％の減となった。 

（２）収支 

 ○ 形式収支は８，８８２万円、実質収支は３，５１９万円の黒字となった。 

 ○ 実質単年度収支は、３６０万円の赤字となり、前年度に比べて８，２１２万円の

減となった。 
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                                 （単位：百万円） 
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 ３ 歳入の状況 

 

 

（表５）歳入内訳 

                             （単位：千円、％） 

区  分 
平成２９年度 平成２８年度 対前年度比較 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

歳入総額 1,452,369 100.0 2,235,823 100.0 △783,454 △35.0 

 一般財源 478,918 33.0 495,334 22.2 △16,416 △3.3 

  村税 52,516 3.6 46,157 2.1 6,359 13.8 

   うち固定資産税 19,502 1.3 20,549 0.9 △1,047 △5.1 

  地方譲与税 1,462 0.1 1,468 0.1 △6 △0.4 

  各種交付金 9,359 0.7 8,958 0.4 401 4.5 

  地方特例交付金等 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

  地方交付税 415,581 28.6 438,751 19.6 △23,170 △5.3 

 特定財源 973,451 67.0 1,740,489 77.8 △767,038 △44.1 

  国庫支出金 36,479 2.5 381,874 17.1 △345,395 △90.4 

  都支出金 299,276 20.6 528,837 23.6 △229,561 △43.4 

  村債 14,000 1.0 165,000 7.4 △151,000 △91.5 

  繰越金 274,500 18.9 128,546 5.7 145,954 113.5 

  繰入金 213,189 14.7 365,069 16.3 △151,880 △41.6 

  使用料・手数料 19,758 1.3 19,896 0.9 △138 △0.7 

  諸収入 113,281 7.8 149,575 6.7 △36,294 △24.3 

  その他 2,968 0.2 1,692 0.1 1,276 75.4 

 

 

  

（１）一般財源は、３．３％の減となった。 

○ 村税は１３．８％の増となり、村税の約３７％を占める固定資産税は５．１％の

減となった。 

 ○ 地方交付税は、普通交付税が６．４％、特別交付税が１．７％の減となり、全体

では５．３％の減となった。 

（２）特定財源は、４４．１％の減となった。 

 ○ 都支出金は、４３．４％の減となった。 
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 ４ 歳出の状況（性質別） 

 

 

（表６）歳出内訳（性質別） 

                             （単位：千円、％） 

区  分 
平成２９年度 平成２８年度 対前年度比較 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

歳出総額 1,363,554 100.0 1,961,323 100.0 △597,769 △30.5 

 義務的経費 238,107 17.5 250,737 12.8 △12,630 △5.0 

  人件費 173,900 12.8 184,083 9.4 △10,183 △5.5 

   うち職員給 101,814 7.5 112,737 5.7 △10,923 △9.7 

   うち退職金 11,163 0.8 14,015 0.7 △2,852 △20.3 

  扶助費 15,171 1.1 17,489 0.9 △2,318 △13.3 

  公債費 49,036 3.6 49,165 2.5 △129 △0.3 

 投資的経費 389,346 28.6 890,809 45.4 △501,463 △56.3 

  うち普通建設事業費 389,346 28.6 890,809 45.4 △501,463 △56.3 

   補助事業費 54,324 4.0 718,008 36.6 △663,684 △92.4 

   単独事業費 335,022 24.6 172,801 8.8 182,221 105.5 

 その他の経費 736,101 53.9 819,777 41.8 △83,676 △10.2 

  物件費 341,105 25.0 341,405 17.4 △300 △0.1 

  補助費等 75,547 5.5 70,887 3.6 4,660 6.6 

  積立金 237,871 17.5 337,548 17.2 △99,677 △29.5 

  繰出金 35,581 2.6 28,968 1.5 6,613 22.8 

  維持補修費 45,277 3.3 40,249 2.1 5,028 12.5 

  その他 720 0.0 720 0.0 0 0.0 

 

（１）義務的経費は５．０％の減となった。歳出全体に占める割合は、４．７ポイント

増の１７．５％となった。 

○ 人件費は、職員数の減により１，０１８万円、５．５％の減となった。 

（２）投資的経費（普通建設事業費）はヘリポート建設等の減により、５６．３％の減

となった。歳出全体に占める割合は、１６．８ポイント減の２８．６％となった。 

（３）その他の経費は１０．２％の減となった。歳出全体に占める割合は、１２．１ポ

イント増の５３．９％となった。 

 ○ 物件費は、ほぼ前年と同額となったが、０．１％の増となった。 

 ○ 維持補修費は、５０３万円、１２．５％の増となった。 

 ○ 積立金は、９，９６８万円、２９．５％の減となった。 
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 ５ 歳出の状況（目的別） 

 

 

（表７）歳出内訳（目的別） 

                             （単位：千円、％） 

区  分 
平成２９年度 平成２８年度 対前年度比較 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率 

歳出総額 1,363,554 100.0 1,961,323 100.0 △597,769 △30.5 

 議会費 15,080 1.1 15,224 0.8 △144 △0.9 

 総務費 785,095 57.6 1,335,440 68.1 △550,345 △41.2 

 民生費 84,462 6.2 101,385 5.2 △16,923 △16.7 

 衛生費 103,773 7.6 169,976 8.4 △66,203 △38.9 

 農林水産業費 50,049 3.7 46,382 2.4 3,667 7.9 

 商工費 53,551 3.9 47,184 2.4 6,367 13.5 

 土木費 131,880 9.7 113,002 5.8 18,878 16.7 

 消防費 24,231 1.8 10,161 0.5 14,070 138.5 

 教育費 66,397 4.8 78,404 4.0 △12,007 △15.3 

 公債費 49,036 3.6 49,165 2.5 △129 △0.3 

 

 

  

御蔵島村における目的別歳出の大きなものは、総務費、土木費、衛生費、民生費、教

育費の順となっており、この５項目で全体の８６％を占めている。その主な特徴は、次

のとおりである。 

（１） 総務費は、ヘリポート整備事業の減などにより４１．２％の減となった。 

（２） 土木費は、住宅建設工事などにより１６．７％の増となった。 

（３） 衛生費は、汚泥処理施設建設工事の減などにより３８．９％の減となった。 

（４） 民生費は、特別会計繰出金の減などにより１６．７％の減となった。 

（５） 教育費は、通学路整備の減などにより１５．３％の減となった。 
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６ 財政指標 

 

 

（表８）財政指標の推移 

                            （単位：％） 

区  分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

実質収支比率 6.5 3.7 6.9 11.0 9.1 

経常収支比率 84.7 92.8 72.7 71.7 91.9 

公債費比率 2.1 1.3 1.6 1.8 2.2 
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（１）実質収支比率 

○ 実質収支は約１，０２０万円減となり、前年度を１．９ポイント下回る９．１％

となった。 

（２）経常収支比率 

 ○ 都支出金が２億２，９５６万円減となったことなどにより、前年度を２０．２ポ

イント上回る９１．９％となった 

（３）公債費比率 

 ○ 前年度を０．４ポイント上回る２．２％となった。 
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〔用語〕 

 ■実質収支比率 

  標準財政規模に対する実質収支額（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を 

引いたもの）の割合で、おおむね３～５％程度の黒字が適正水準とされている。 

 

     実質収支比率（％）＝                     ×100 

 

 

 

■経常収支比率 

 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費の 

ように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方 

税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減収補てん債（特 

例分）及び臨時財政対策債の合計額に占める割合である。 

 この指標は、経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るもの 

で、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 

 

×100 経常収支比率（％）＝ 

 

 

 

 

■公債費比率 

 地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、標準 

財政規模（普通交付税の算定において基準財政需要額に算入された公債費を除く。）に占 

める公債費に充当された一般財源（普通交付税の算定において基準財政需要額に算入さ 

れた公債費等を除く。）の割合である。 

 

公債費比率（％）＝                             ×100 

 

 

  

実質収支額 

標準財政規模 

経常的経費充当一般財源等 

経常一般財源等＋減収補てん債(特例分)＋臨時財政対策債 

公債費充当一般財源等－災害復旧費等に係る基準財政需要額 

標準財政規模－災害復旧費等に係る基準財政需要額 
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 ７ 将来にわたる財政負担 

 

 

（表９）将来にわたる財政負担の状況 

                             （単位：千円、％） 

区   分 平成２９年度 平成２８年度 増減額 増減率 

地方債現在高 

           Ａ 
738,491 768,536 △30,045 △3.9 

債務負担行為翌年度以降支出予定額 

 Ｂ 
－ － － ― 

積立金現在高 

           Ｃ 
2,095,882 2,054,011 41,871 2.0 

 財政調整基金 
1,023,543 1,016,942 6,601 0.6 

 減債基金 
20,619 20,519 100 0.5 

 その他特定目的基金 
1,051,720 1,016,550 35,170 3.5 

将来にわたる財政負担 

（Ａ＋Ｂ－Ｃ） 
－ － － － 

標準財政規模 

           Ｄ 
387,819 412,022 △24,203 △5.9 

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）／Ｄ×100 
－ － － － 

  

（１）地方債現在高 

○ 地方債現在高は３．９％の減となった。 

（２）債務負担行為翌年度以降支出予定額 

 ○ 該当なし 

（３）積立金現在高 

 ○ 公共施設整備基金が８．４％の増となったことなどにより、２．０％増の２０億

９，５８８万円となった。 

（４）将来にわたる財政負担 

 ○ 積立金現在高が地方債現在高を上回っているため、該当なし。 
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（単位：百万円） 
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《参考》平成２９年度主要事業 

（単位：千円） 

区 分 事業名等 決算額 備 考 

総務費 

マイナンバーカード等旧姓併記対応 1,642  

番号制度システム整備 5,198 番号システム整備事業

補助 

財務書類作成支援 3,823  

ヘリポート建設工事 92,693  

ヘリポート建設追加設計 2,516  

開発センター防護柵取替工事 4,190  

民生費 
社会福祉協議会補助 25,075 地域福祉推進区市町村

包括補助 

福祉保健センター管理運営委託 2,472  

衛生費 

パッカー車購入 3,700  

し尿収集車液面センサー購入 1,728  

じん芥処理施設改修工事 11,610  

農林水産業費 森林病害虫防除作業 5,444 森林病害虫防除補助 

商工費 
特産品開発基本計画策定 1,151  

ふれあい広場施設改修工事 18,900 地区景観整備事業補助 

土木費 

島分線路面補修工事 5,616 市町村土木補助 

赤沢道路新設事業 44,172 市町村土木補助 

川田線測量設計 7,020 市町村土木補助 

たりぼう・森山ヶ下地区開発実施設計 45,900 社会資本整備総合交付

金 

たりぼう・森山ヶ下仮設道路整備工事 8,424 公共施設整備基金 

まえだいろ住宅測量設計 3,434  

消防費 
耐震貯水槽設計 14,580 公共施設整備基金 

消防用防火衣購入 1,510  

教育費 芝生再生事業 1,469 みどり東京温暖化防止

助成金 

簡水会計 
配水管布設工事 15,490 施設整備補助 

減圧弁改修工事 2,732 施設整備補助 

産業センター

会計 
外部タンク撤去・搬入据付工事 2,886  

 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

財 政 健 全 化 判 断 指 標 
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Ⅰ 御蔵島村の財政健全化判断指標 

 

 平成１９年６月に地方公共団体の財政の「早期健全化や公営企業の経営の健全化」などを

目的に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布されました。この法律では、す

べての都道府県や市町村が財政健全化判断比率や資金不足比率を算定し、監査委員の審査

に付したうえで、議会に報告し、村民の皆さんに公表することになっています。 

 

 

 １ 御蔵島村の財政の健全化に関する比率 

 

区    分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

健
全
化
判
断
比
率 

再
生
判
断
比
率 

（１）実質赤字比率 ― ― ― ― ― 

（２）連結実質赤字比率 － － － － － 

（３）実質公債費比率 

（３か年平均） 
2.1％ 1.3％ 1.6％ 1.8％ 2.2％ 

（４）将来負担比率 － － － － － 

（５）資金不足比率 

 簡易水道事業 － － － － － 

 観光施設事業 － － － － － 
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※算式の（ ）数値は、御蔵島村の２９年度決算数値（単位：千円） 

 

 （１）実質赤字比率（一般会計等） 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率で、普通会計 

を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。 

    この比率が、１５％を超えると財政健全化計画を作成し、財政の健全化に、２０％ 

を超えると財政再生計画を作成し、財政再生に努めることになります。 

 

（算式） 

 

 

 実質赤字比率 ＝ 

  （―）※1 

                      

 ※1 計算結果が０％以下のときは、― 

 ※2 繰上充用額：歳入不足のため、翌年度の歳入を繰り上げて充てた額 

 ※3 支払繰延額：実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 

 ※4 事業繰越額：実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

 ※5 標準財政規模：普通交付税の算定に用いる村税収入額、地方譲与税及び利子割など 

の各種交付金（特別交付金を除く）に普通交付税と臨時財政対策債発 

行可能額を加えた額 

 

  

（0）      （0）       （0） 
繰上充用額※2 ＋（支払繰延額※3 ＋ 事業繰越額※4） 

標準財政規模※5 

（387,819） 
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 （２）ⅰ 連結実質赤字比率（全会計） 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率で、公営企業 

や国民健康保険などの公営事業を含めたすべての会計を対象とした実質赤字の標準 

財政規模に対する比率です。 

    この比率が、２０％を超えると財政健全化計画を作成し、財政の早期健全化に、 

３０％を超えると財政再生計画を作成し、財政再生に努めることになります。 

 

（算式） 

 

 

 

 

連結実質 

赤字比率 ＝ 

 （―） 

                       

 

 

 

 （２）ⅱ 連結実質赤字比率（全会計）の内訳 

（単位：千円） 

区     分 
歳入総額 

Ａ 

歳出総額 

Ｂ 

翌年度繰越財源 

Ｃ 

実質収支額 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

普
通
会
計 

一般会計 1,380,626 1,292,801 53,625 34,200 

航路事業 53,178 52,624 － 554 

産業センター運営事業 18,565 18,129 － 436 

計 1,452,369 1,363,554 53,625 35,190 

特
別
会
計 

国民健康保険事業 192,359 181,772 － 10,587 

介護保険事業 12,124 9,544 － 2,580 

後期高齢者医療事業 4,262 4,204 － 58 

介護サービス事業 122 114 － 8 

計 208,867 195,634 － 13,233 

合計 1,661,236 1,559,188 53,625 48,423 

 

区     分 
歳入総額 

Ａ 

歳出総額 

Ｂ 

実質収支額 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

公営企業 

会  計 

簡易水道事業 39,634 39,498 136 

観光施設事業 40,748 38,822 1,926 

計 80,382 78,320 2,062 

（0）  （0）  （48,423）  （2,062） 
実質赤字を 

＋ 

資金不足を 

－ 

実質黒字を 

＋ 

資金剰余を 

生じた会計 生じた公営 生じた会計 生じた公営 

の実質赤字 企業会計の の実質黒字 企業会計の 

の合計額 資金不足額 の合計額 資金剰余額 

標準財政規模 

（387,819） 
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 （３）ⅰ 実質公債費比率 

 平成１８年度からの地方債協議制度への移行に伴い用いられることとなり、地方 

公共団体の財政の健全化に関する法律の施行に伴い算出方法が変更となった健全化 

判断比率で、普通会計が１会計年度に負担した元利償還金及び準元利償還金の標準 

財政規模に対する比率です。 

    この比率が、１８％を超えると起債許可団体に、２５％を超えると一般単独事業の 

起債が制限され、かつ財政健全化計画を作成し、財政の健全化に、３５％を超えると 

災害関係を除く公共事業の起債が制限され、かつ財政再生計画を作成し、財政再生に 

努めることになります。 

 

（算式） 

 

 

 

 

実質公債費 

比率（単年度） ＝ 

 （2.39720％） 

 

                          

 ※6 準元利償還金： 

  ① 普通会計から公営企業会計への繰出金のうち、地方債の償還の財源に充当されたと 

認められるもの 

  ② 一部事務組合等への負担金のうち、組合等が起こした地方債の償還財源に充当され 

たと認められるもの 

 ※7 特定財源： 

  村営住宅建設事業の財源として発行された地方債償還額に充当された村営住宅使用料 

 

 

 

 

 実質公債費比率 ＝ 

 （３か年平均） 

  （2.2％）※8 

 

 ※8 小数点第１位未満切り捨て 

 

  

（49,036）  （9,679）  （5,291）  （45,211） 
 

＋ 

 

－ 

  

＋ 

元利償還金・ 

地方債の 準元利※6 
特定財源※7 

準元利償還金 

元利償還金 償還金 に係る基準財 

   政需要額 

標準財政規模 － 
元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額 

（387,819）  （45,211） 

（2.56817％）  （1.88225％）  （2.39720％） 
平成２７年度 ＋ 平成２８年度 ＋ 平成２９年度 

３ 



２６ 
 

 （３）ⅱ 実質公債費比率の内訳 

（単位：千円） 

区   分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

地方債の元利償還金 

 Ａ 
公債費 47,595 49,165 49,036 

準元利償還金 

 

    Ｂ 

公営企業会計への繰

出金 
5,407 2,326 2,626 

一部事務組合負担金 5,970 7,053 7,053 

特定財源 

      Ｃ 
村営住宅使用料 6,621 6,621 5,291 

元利償還金・準元利償還金に係る 

基準財政需要額算入額           Ｄ 
42,460 45,015 45,211 

標準財政規模 

               Ｅ 
427,598 412,022 387,819 

実質公債費比率（単年度）         Ｆ 

{(Ａ＋Ｂ)－(Ｃ＋Ｄ)}／(Ｅ－Ｆ)×100 
2.56817％ 1.88225％ 2.39720％ 

実質公債費比率（３か年平均） 1.6％ 1.8％ 2.2％ 

 

 

 

  



２７ 
 

 （４）ⅰ 将来負担比率 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率で、普通会計 

が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率です。 

    この比率が、３５０％を超えると財政健全化計画を作成し、財政の早期健全化を図 

ることになります。 

 

（算式） 

 

 

 将来負担比率 ＝ 

  （―） 

 

             

 ※9 将来負担額： 

  ① 普通会計の当該決算年度末における地方債現在高 

  ② 普通会計以外の会計の地方債の元金償還に充当する普通会計の負担見込額 

  ③ 一部事務組合等の地方債の元金償還に係る負担見込額 

  ④ 退職手当支給予定額のうち、普通会計負担見込額 

 ※10 充当可能財源等： 

① 地方債の償還額等に充当可能な基金残高 

② 村営住宅建設事業の財源として発行された地方債償還額に充当される村営住宅使 

用料 

 

  

（809,980）    （2,706,550） 
将来負担額※9 － 充当可能財源等※10 

標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に係る 

          基準財政需要額 

（387,819）       （45,211） 



２８ 
 

 （４）ⅱ 将来負担比率の内訳 

（単位：千円） 

区   分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

 

 

将来負担額 

 

 

   Ａ 

地方債現在高（普通会計） 646,936 768,536 738,491 

特別会計への繰出見込額 32,867 30,668 28,350 

一部事務組合等負担見込額 56,116 49,668 43,139 

退職手当負担見込額 5,506 0 0 

充当可能基金額 

 Ｂ 
財政調整基金等 2,081,463 2,054,011 2,095,882 

特定財源見込額 

 Ｃ 
村営住宅使用料 26,402 20,203 15,252 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入 

見込額                  Ｄ 
540,820 621,305 595,416 

標準財政規模  

              Ｅ 
427,598 412,022 387,819 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政 

需要額算入額               Ｆ 
42,460 45,015 45,211 

将来負担比率 

{Ａ－(Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)}／(Ｅ－Ｆ) 
－ － － 

 

  



２９ 
 

 （５）資金不足比率 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく公営企業の経営の健全化に関 

する比率で、公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率です。 

 御蔵島村では、簡易水道事業特別会計と宿泊施設運営事業特別会計が該当します。 

 

（算式） 

 

 

 資金不足比率 ＝ 

  （―） 

           

 

 ※11 資金の不足額： 

繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額 ＋ 建設改良費等以外の － 解消可能資金 

経費の財源に充当す  不足額 

るために起こした地 

方債現在高 

    ☆ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不 

足額が生じる等の事業がある場合において、資金の不足額から控除する一定額 

※12 事業の規模： 

  営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

（簡易水道事業、宿泊施設運営事業ともに 0） 

資金の不足額※11 

事業の規模※12 

（簡易水道事業 4,094、宿泊施設運営事業 30,626） 


